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（カッコ内は前年度からの増減額） 

（貸借対照表） 
・現金・預金 4,653 億円 （+72 億円） 

日本銀行預託金     4,639 億円 （+73 億円） 
現金     14 億円 （△0.4 億円） 

・その他の負債 4,384 億円 （+129 億円） 
保管金等          4,378 億円 （+131 億円） 
その他の債務等     6 億円 （△2 億円） 

（業務費用計算書） 
・退職給付引当金等繰入額 782 億円 （+41 億円） 

退職給付引当金繰入額  506 億円 （+57 億円） 
賞与引当金繰入額      276 億円 （△16 億円） 

・その他の業務費用        908 億円 （△26 億円）
業務費              832 億円 （△28 億円） 

その他の経費             75 億円 （+1 億円） 

 

 

１．作成目的 

一般会計及び特別会計を合算した法務省の

財務状況を開示。 

２．作成方法 

「省庁別財務書類の作成基準」に基づき作成
（省庁内部における取引等を相殺消去）。 

３．各財務書類の表す財務情報 

（貸借対照表） 

資産及び負債の状況を開示。 

（業務費用計算書） 

本年度に発生した費用の状況を開示。 

（資産・負債差額増減計算書） 

貸借対照表の前年度末資産・負債差額と本年
度末資産・負債差額の増減を要因別に開示。 

（区分別収支計算書） 

歳入歳出決算の財政資金の流れを区分別に
開示。 

 

１．業務の概要 
基本法制の維持及び整備、法秩序の維持、国
民の権利擁護、国の利害に関係のある争訟の
統一的かつ適正な処理並びに出入国の公正
な管理 
 

２．定員数 
 52,122 人(特別職・特別会計を含む) 
 
３．主な財政資金の流れ 

登記特別会計へ繰入 677 億円 
日本司法支援センターへの運営費交付金等 
186 億円 

 
４．歳入歳出決算の概要 
(一般会計) 

 歳入計 819 億円、歳出計 6,818 億円 
(登記特別会計) 

歳入計 1,894 億円、歳出計 1,619 億円 

１．貸借対照表 

（資産） 

現金・預金…供託金受入による預金の増加 

 +131 億円 

有形固定資産…国有財産のうち建物の増加 

 +149 億円 

（負債） 

その他の負債…保管金等の増加 +131 億円 

２．業務費用計算書 

退職給付引当金等繰入額…退職手当に係る引当

金の増加 +50 億円 

庁費等…物件費等の増加 +30 億円 

３．資産・負債差額増減計算書 

本年度業務費用合計と財源合計との差額 

 △12１億円 

（左記(A) + (B)により算出） 

⇒企業会計の「当期純損失」に相当 

４．区分別収支計算書 

業務支出…建物に係る支出 +191 億円 

 

 

 業務費用計算書 (単位:十億円）

 前年度 20年度 増減

人件費 ３９０ ３９１ ０

退職給付引当金等繰入額 ７４ ７８ ４

委託費等 １８ ２１ ３

運営費交付金 １０ １０ ０

庁費等 １０３ １０９ ５

減価償却費 ４７ ５１ ３

資産処分損益 ３ ３ ０

その他の業務費用 ９３ ９０ △２

  

  

  

  

  

  

  

  

  

本年度業務費用合計 ７４１ ７５７ １５

 

資産・負債差額増減計算書 (単位:十億円） 

 前年度 20年度 増減 

前年度末資産・負債差額 ８４６ ８６３ １６ 

本年度業務費用合計 (A) △７４１ △７５７ △１５ 
財源合計 (B) ７６６ ７６９ ３ 

その他の財源 ７６６ ７６９ ３ 

その他資産・負債差額の増減 △３ ０ ３ 

  

  

  

本年度末資産・負債差額 ８６３ ８７１ ８ 

（参考） (A) + (B) ２４ １２ △１２ 
 

 区分別収支計算書 (単位:十億円） 

 前年度 20年度 増減 

業務収支 ３３ ２７ △５ 
 財源 ７９９ ８０３ ３ 

 業務支出 △７６６ △７７６ △９ 

財務収支 － － － 

本年度収支（業務収支＋財務収支） ３３ ２７ △５ 

資金残高等 ４２４ ４３７ １３ 
   

   

   

本年度末現金・預金残高 ４５８ ４６５ ７ 

 

 

 

①公債関連情報（仮定計算により算定） 
a.資産額等を基礎として配分される本年度末公
債残高51,636億円、本年度公債発行額3,021億
円、本年度利払費 694 億円 
b. 資産・負債差額等を基礎として配分される本
年度末公債残高 43,079 億円、本年度公債発行
額 3,021 億円、本年度利払費 576 億円 

省庁別財務書類について 

 貸 借 対 照 表 (単位:十億円） 

 前年度 20年度 増減 前年度 20年度 増減 

＜ 資産の部 ＞ ＜ 負債の部 ＞ 

現金・預金 ４５８ ４６５ ７ 賞与引当金 ２９ ２８ △０ 

未収金等 １ １ ０ 退職給付引当金 ７１９ ７１３ △５ 

有形固定資産 １，５５９ １，５６９ ９ その他の負債 ４２５ ４３８ １２ 

国有財産（公共用財産除く １，５４２ １，５５２ ９    

（うち土地） ９２９ ９２６ △２    

（うち建物） ４０５ ４２０ １４    

 物品 １６ １６ △０    

無形固定資産 １８ １５ △２    

その他の資産 １ ２ ０    

法務省の業務等の概要 

主な増減内容     

  負債合計 １，１７５ １，１８１ ６ 

  ＜ 資産・負債差額の部 ＞   

  資産・負債差額 ８６３ ８７１ ８ 

資産合計 ２，０３８ ２，０５３ １４ 負債及び資産・負債差額合計 ２，０３８ ２，０５３ １４ 

主な科目の内訳 

参考情報 
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法務省 平成２０年度省庁別連結財務書類の概要 

  

１．作成目的 

法務省の業務と関連する独立行政法人等を連

結した財務状況を開示。 

２．作成方法 

「省庁別財務書類の作成基準」に基づき作成
（省庁別財務書類と独立行政法人等を合算
し、法務省と独立行政法人等の債権債務等を
相殺消去）。 

３．連結の範囲等 

（連結対象法人） 

日本司法支援センター 

（連結対象法人と法務省の業務関連性） 

日本司法支援センターは、総合法律支援法(平

成16 年法律第74 号)に基づき、総合法律支援に

関する事業を迅速かつ適切に行うことを目的とし

て設立された法人であり、法務省は、その主務

省として、同センターの中期目標を定めるなどし

ている。 

（連結の基準） 

法務省が所掌している業務と関連する事務・事

業を行っている独立行政法人等を連結（監督権

限及び財政支出の有無により判断）。 

（使用財務諸表） 

日本司法支援センターの法定財務諸表でもっ
て連結。 

４．省庁別連結財務書類の留意点 

・ 連結に際して、連結対象法人の会計処理を、
省庁別財務書類の会計処理に統一していな
い。 

・ 連結対象法人に特有の会計処理について
は、連結に際して修正を行っている。 

＜主な増減内容＞ 

（注）省庁ベースは、省庁別財務書類（一般会計・特別

会計）を指す。 

 

１．貸借対照表 

（資産） 

現金・預金 ＋63 億円 

貸倒引当金 △171 億円 

その他の資産 ＋244 億円 

出資金･･･相殺消去             △３億円 

（負債） 

未払金等 ＋41 億円 

２．業務費用計算書 

人件費 ＋45 億円 

委託費等…相殺消去   △83 億円 

運営費交付金… 相殺消去     △103 億円 

その他の業務費用 ＋121 億円 

 

３．資産・負債差額増減計算書 

本年度業務費用合計と財源合計との差額 

 +9 億円 

（左記(A) + (B)により算出） 

⇒企業会計の「当期純利益」に相当 

業務費用… 連結による増 ＋204 億円 

相殺消去  △186 億円 

その他の財源… 連結による増 ＋214 億円 

相殺消去  △186 億円 

４．区分別収支計算書 

財源… 連結による増 ＋349 億円 

相殺消去 △186 億円 

業務支出…連結による増 ＋286 億円 

相殺消去 △186 億円 

 業務費用計算書 (単位:十億円）

 省庁ベース 連結ベース 差額

人件費 ３９１ ３９６ ４

退職給付引当金等繰入額 ７８ ７８ ０

委託費等 ２１ １２ △８

運営費交付金 １０ － △１０

庁費等 １０９ １０９ －

減価償却費 ５１ ５１ ０

貸倒引当金繰入額等 ０ ３ ３

資産処分損益 ３ ３ －

その他の業務費用 ９０ １０２ １２

  

  

  

  

  

  

  

  

本年度業務費用合計 ７５７ ７５９ １

 

資産・負債差額増減計算書 (単位:十億円） 

 省庁ベース 連結ベース 差額 

前年度末資産・負債差額 ８６３ ８７１ ８ 

本年度業務費用合計 (A) △７５７ △７５９ △１ 
財源合計 (B) ７６９ ７７２ ２ 

その他の財源 ７６９ ７７２ ２ 

資産評価差額等 △０ － ０ 

  

  

  

本年度末資産・負債差額 ８７１ ８８０ ８ 

（参考） (A) + (B) １２ １３ ０ 
 

 区分別収支計算書 (単位:十億円） 

 省庁ベース 連結ベース 差額 

業務収支 ２７ ３３ ６ 
 財源 ８０３ ８１９ １６ 

 業務支出 △７７６ △７８５ △９ 

財務収支 － △０ △０ 

本年度収支（業務収支＋財務収支） ２７ ３３ ６ 

資金への繰入等 ２７ ３３ ６ 

資金残高等 ４３７ ４３７ － 

   

   

本年度末現金・預金残高 ４６５ ４７１ ６ 

 

省庁別連結財務書類について 省庁ベースとの主な相違 
 貸 借 対 照 表 (単位:十億円） 

 省庁ベース 連結ベース 差額 省庁ベース 連結ベース 差額 

＜ 資産の部 ＞ ＜ 負債の部 ＞ 

現金・預金 ４６５ ４７１ ６ 未払金等 ０ ５ ４ 

未収金等 １ １ ０ 賞与引当金 ２８ ２９ ０ 

貸倒引当金 △０ △１７ △１７ 退職給付引当金 ７１３ ７１４ １ 

有形固定資産 １，５６９ １，５７０ １ その他の負債 ４３８ ４３８ ０ 

国有財産（公共用財産除く） １，５５２ １，５５３ ０    

（うち土地） ９２６ ９２６ －    

（うち建物） ４２０ ４２０ ０    

物品等 １６ １７ ０    

無形固定資産 １５ １５ ０    

その他の資産 ２ ２６ ２４    

     

  負債合計 １，１８１ １，１８８ ６ 

  ＜ 資産・負債差額の部 ＞   

  資産・負債差額 ８７１ ８８０ ８ 

資産合計 ２，０５３ ２，０６８ １５ 負債及び資産・負債差額合計 ２，０５３ ２，０６８ １５ 
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○○省一般会計 平成２０年度省庁別財務書類の概要
 

 

１．作成目的 

法務省の一般会計の財務状況を開示 

２．作成方法 

「一般会計省庁別財務書類の作成基準」に基
づき作成。 

１．貸

 業務費用計算書 (単位:十億円）

 前年度 20年度 増減

借対照表 

（資産） 

現金・預金…供託金受入による預金の増加 

 +131 億円 

有形固定資産…国有財産のうち建物の増加 

 +153 億円 

（負債） 

その他の負債…保管金等の増加 +131 億円 

２．業務費用計算書 

退職給付引当金等繰入額…退職手当に係る引当

金の増加 +52 億円 

庁費等…物件費等の増加 +23 億円 

３．資産・負債差額増減計算書 

本年度業務費用合計と財源合計との差額 

 △37 億円 

（左記(A) + (B)により算出） 

⇒企業会計の「当期純損失」に相当 

（省庁ベースとの相違） 

省庁ベース（一般会計・特別会計）△121 億円との

差額83 億円は、主に登記特別会計△83 億円によ

る。 

４．区分別収支計算書 

業務支出…建物に係る支出 +166 億円 

 

人件費 ３２３ ３２５ ２

退職給付引当金等繰入額 ５９ ６４ ４

委託費等 １８ １８ ０

運営費交付金 １０ １０ ０

登記特別会計への繰入 ６８ ６７ △０

庁費等 ３７ ４２ ５

減価償却費 ４１ ４３ １

資産処分損益 １ ２ ０

その他の業務費用 ９２ ８９ △３

  

  

  

  

  

本年度業務費用合計 ６５２ ６６４ １１

 

資産・負債差額増減計算書 (単位:十億円） 

 前年度 20年度 増減 

前年度末資産・負債差額 ８７１ ８８８ １７ 

本年度業務費用合計 (A) △６５２ △６６４ △１１ 
財源合計 (B) ６７３ ６８１ ７ 

その他の財源 ６７３ ６８１ ７ 

  

  

本年度末資産・負債差額 ８８８ ９０２ １３ 

（参考） (A) + (B) ２１ １７ △３ 
 

 区分別収支計算書 (単位:十億円） 

 前年度 20年度 増減 

業務収支 － － － 
 財源 ６７３ ６８１ ７ 

 業務支出 △６７３ △６８１ △７ 

財務収支 － － － 

本年度収支（業務収支＋財務収支） － － － 

資金残高等 ４２４ ４３７ １３ 
   

   

   

本年度末現金・預金残高 ４２４ ４３７ １３ 

 

一般会計省庁別財務書類について 

主な増減内容 

 (単位:十億円） 

 前年度 20年度 増減 前年度 20年度 増減 

貸 借 対 照 表 

＜ 資産の部 ＞ ＜ 負債の部 ＞ 

現金・預金 ４２４ ４３７ １３ 賞与引当金 ２４ ２４ △０ 

有形固定資産 １，４９３ １，５０３ ９ 退職給付引当金 ５８２ ５７９ △３ 

国有財産（公共用財産除く） １，４７９ １，４８８ ９ その他の負債 ４２５ ４３８ １２ 

（うち土地） ９２６ ９２３ △３    

（うち建物） ３６２ ３７８ １５    

物品 １４ １４ ０    

無形固定資産 ２ １ △０ 負債合計 １，０３３ １，０４３ ９ 

その他の資産 １ ２ ０    

  ＜ 資産・負債差額の部 ＞   

     

  資産・負債差額 ８８８ ９０２ １３ 

     

     

資産合計 １，９２２ １，９４６ ２３ 負債及び資産・負債差額合計 １，９２２ １，９４６ ２３ 

 

１．業務の概要 

基本法制の維持及び整備、法秩序の維持、国

民の権利擁護、国の利害に関係のある争訟

の統一的かつ適正な処理並びに出入国の公

正な管理 

２．定員数 

42,899 人（特別職を含む） 

３．主な財政資金の流れ 

登記特別会計へ繰入 677 億円 
日本司法支援センターへの運営費交付金等 
186 億円 

４．歳入歳出決算の概要 
歳入計 819 億円、歳出計 6,818 億円 

 

 

①公債関連情報（仮定計算により算定） 
a.資産額等を基礎として配分される本年度末公
債残高51,636億円、本年度公債発行額3,021億
円、本年度利払費 694 億円 
b. 資産・負債差額等を基礎として配分される本
年度末公債残高 43,079 億円、本年度公債発行
額 3,021 億円、本年度利払費 576 億円 

 

法務省の業務等の概要 

参考情報 

 
主な科目の内訳 

（カッコ内は前年度からの増減額） 

（貸借対照表） 
・現金・預金 4,378 億円 （+131 億円） 

日本銀行預金        4,364 億円 （+131 億円） 
現金                 14 億円 （△0.4 億円） 

・その他の負債 4,384 億円 （+129 億円） 
保管金等     4,378 億円 （+131 億円） 
その他の債務等         6 億円 （△2 億円） 

 
（業務費用計算書） 
・退職給付引当金等繰入額  644 億円 （+47 億円） 

退職給付引当金繰入額    411 億円 （+57 億円） 
賞与引当金繰入額   233 億円 （△10 億円）

・その他の業務費用        892 億円 （△34 億円）
業務費              832 億円 （△28 億円） 
その他の経費   59 億円 （△6 億円） 

 


